
増減率
（C)/(B)×100

154 億 1,000 万円 147 億 7 億 1,000 万円 4.8%

　国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 30 億 5,950 万円 32 億 950 万円 △ 1 億 5,000 万円 △ 4.7%

　後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 3 億 5,380 万円 3 億 5,250 万円 130 万円 0.4%

　農 業 者 労 働 災 害 共 済 特 別 会 計 500 万円 500 万円 0 万円 0.0%
小　　　計 34 億 1,830 万円 35 億 6,700 万円 △ 1 億 4,870 万円 △ 4.2%

9 億 7,812 万円 9 億 4,757 万円 3,055 万円 3.2%

21 億 193 万円 23 億 9,354 万円 9,161 万円 △ 12.2%
小　　　計 30 億 8,005 万円 33 億 4,111 万円 △ 2 億 △ 6,106 万円 △ 7.8%

芦 原 温 泉 上 水 道 財 産 区 水 道 事 業 会 計

合　　　計 221 億 2,115 万円 218 億 2,902 万円 9,213 万円 1.3%2 億

△ 811 万円

財政調整基金（市の貯金）

　市の貯金である財政調整基金は、前年度に引き続き財源不足
の補てんのため基金の取崩しが必要となり、令和元年度末では、
前年比7,800万円減の28億1,300万円となる見込みです。

市 債 残 高 （ 市 の 借 金 ）

2 億 2,091 万円2 億 1,280 万円 △ 3.7%

　市の借金である市債は、平成30年度と比較して約4億5,000万円
の増加となります。令和元年度では、国営九頭竜川下流土地改
良事業負担金、金津小学校プール改築事業、中央公民館改修事
業などの費用に借入れを行います。市債は、償還額の一部が地
方交付税に算入される借入れを活用しています。

(芦原地区の特定区域（財産区）の水道事業にかかる会計）

 一　般　会　計（市の基本的な行政サービスの経費を収
支する会計）

 特　別　会　計（保険料など特定の収入で特定の支出に充てる会計。収入の使い道が決まっているため一般会計とは分けています。）

 企　業　会　計（一般の会社と同じように、独立の収入でその経費をまかなう「独立採算」を原則とする会計）

当初予算額

対前年比

増減額
C＝A-BA

令和元年度

当初予算額
B

令和2年度
区　　　　　分

△ 2 億

　水 道 事 業 会 計 

　公 共 下 水 道 事 業 会 計

令和２年度 当初予算 一般会計予算規模
１５４億１，０００万円

　※各表の数値及び構成比は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

　令和２年度一般会計当初予算の総額は、歳入歳出それぞれ154
億1,000万円で、前年度と比較して 7億1,000万円、4.8％の増とな
りました。
　この要因として、芦原温泉駅周辺整備事業、北陸新幹線建設事
業負担金、北陸新幹線整備関連事業における大幅な増額が挙げ
られます。

各 会 計 の 当 初 予 算 規 模
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一般会計予算規模　１５４億１，０００万円

市税 45億8484万円

市民の皆さんが納めるお金

分担金及び負担金 2億3884万円

こども園料や小中学校の給食代な

ど、特定の利益を受ける人が負担す

るお金

使用料及び手数料 1億6629万円

施設の利用料や住民票の発行手

数料など

繰入金 7億9571万円

財政調整基金や各種基金を取

り崩すお金

諸収入 7億2284万円

貸付金の元金収入など

財産収入など 8424万円

市有地などの貸付料や各種基金の

利子、寄附金、前年度からの繰越金

地方交付税 27億8000万円

市町村の規模に応じて国から

交付されるお金

地方譲与税 1億2950万円

国が徴収した自動車重量税な

どから配分されるお金

その他の交付金 8億1850万円

国庫支出金 20億2681万円

市の事業に対して国から交付さ

れるお金

県支出金 12億8883万円

市の事業に対して県から交付さ

れるお金

市債 17億7360万円

国や金融機関などから借入れ

るお金

歳入

29.8 

1.5 
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4.7 
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18.0 
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5.3 

13.2 

8.4 

11.5 

自主財源, 
42.8 

依存財源, 
57.2 

人件費 25億5232万円

市長や議員、職員の給料・

手当など

扶助費 28億4622万円

生活保護や児童手当など

の社会福祉の経費

物件費 16億5626万円

物品の購入、光熱水費、

燃料費、委託料など

維持補修費 5233万円

庁舎や公共施設などの修繕費
補助費等 27億377万円

負担金や補助金など

普通建設事業等 28億5871万円

道路や橋、公共施設などの整備

災害復旧事業費 130万円

災害により被災した道路

や施設などを現状復旧す

る経費

公債費 15億1629万円

市債（借金）の返済金

繰出金 10億7017万円

特別会計などへの補助

貸付金 1億2920万円

中小企業や市民への資金

融資など

その他 2343万円

基金への積立金や予備費
歳出

16.6 

18.5 

10.8 

0.3 17.5 

18.6 

0.0 

9.8 

6.9 
0.8 

0.2 

消費的経費, 
63.7 

投資的経費, 
18.6 

その他, 17.7 



目　的　名　称 説　　　明 主　な　事　業 市民一人当たり

民生費
児童、高齢者、心身障害者などの社
会福祉施設の管理運営や生活保護
などにかかる経費です。

認定こども園運営事業
介護保険事業
児童手当支給事業
障害者自立支援給付事業
生活保護給付事業

48億 2446万円 172,438 円

土木費
道路・河川・住宅・公園などの各種
公共施設の整備や、これらの施設
の維持管理にかかる経費です。

公共下水道事業
芦原温泉駅周辺整備事業
北陸新幹線整備関連事業
北陸新幹線建設事業負担金

34億 5684万円 123,556 円

公債費
道路や施設を整備する際に、国や
金融機関から借り入れた市債（借
金）の返済金です。

借入償還元金
借入償還利子 15億 1629万円 54,196 円

総務費

庁舎などの管理、公共交通対策、市
税の賦課徴収、戸籍住民基本台
帳、防犯対策、選挙など市役所の全
般的な仕事にかかる経費です。

電算業務・機器管理経費
デマンド交通運行事業
ふるさとあわらサポート基金事業
公共交通対策経費

14億 1809万円 50,686 円

教育費
学校や体育施設の整備・管理、生涯
学習、文化財保護などにかかる経
費です。

給食センター事業
創作の森事業
小学校施設整備事業
公民館施設管理経費
図書館管理経費

14億 375万円 50,173 円

衛生費
環境対策、ごみ処理、妊婦・乳児健
診、予防接種などにかかる経費で
す。

塵芥処理広域行政経費
水道事業
ごみ処理事業
予防接種事業
環境衛生広域行政経費

8億 3687万円 29,912 円

農林水産業費
農林水産業の振興や農道・排水施
設の整備などにかかる経費です。

多面的機能支払交付金事業
土地改良等整備事業
有害鳥獣駆除事業
地域担い手づくり整備事業補助金
地籍調査経費

7億 382万円 25,156 円

消防費
地震、火災、風水害の災害対策や
消防施設にかかる経費です。

嶺北消防組合負担金
防災経費
消防施設整備経費

5億 8775万円 21,008 円

商工費
商工業の振興、観光推進、企業誘
致などにかかる経費です。

商工振興事業
セントピアあわら経費
観光推進事業 4億 3224万円 15,449 円

議会費
議員の報酬や議会の運営などにか
かる経費です。

議員人件費
議会運営議員調査活動事業
議会事務局経費

1億 6424万円 5,870 円

労働費
雇用対策や市民への生活資金の融
資などにかかる経費です。

市シルバー人材センター運営補助金
市民生活安定資金預託金
勤労者住宅資金利子補給金

4092万円 1,462 円

　　  その他
　　・災害復旧費
　　 ・諸支出金
　　 ・予備費

災害により被災した道路や施設など
の復旧にかかる経費、各種基金（貯
金）の積立金や緊急に支出を要する
場合に備える予備費です。

林業施設災害復旧（単独）事業
道路橋りょう災害復旧事業
河川災害復旧事業
農地災害復旧（単独）事業
農業用施設災害復旧（単独）事業

2473万円 883 円

合　　計 154 億 1,000 万円 ５５０,７８９円

※令和2年3月1日現在の住民基本台帳人口（27,978人）で計算しています。

予算額

歳出を目的別で分類した予算額と市民一人当たりの予算額



基本給与
(市税)

１５２ 万 ８,２７９ 円

諸手当
（分担金及び負担金）

７ 万 ９,６１２ 円

副業収入
(使用料及び手数料)

５ 万 ５,４３１ 円

預金の取り崩し
（繰入金）

２６ 万 ５,２３９ 円

臨時収入など
（寄附金、財産収入、諸収入、繰越金）

２６ 万 ９,０２６ 円

親などからの仕送りや援助
(交付税・国県補助金等)

２３４ 万 ７,８８０ 円

銀行からの借り入れ
(市債)

５９ 万 １,２００ 円

合計

食費
(人件費)

８５ 万 ７７５ 円

医療費
(扶助費)

９４ 万 ８,７４１ 円

光熱水費・消耗品費など
(物件費)

５５ 万 ２,０８６ 円

子どもへの仕送りなど
(補助費等)

９０ 万 １,２５８ 円

家・車などの修繕費
(維持補修費)

１ 万 ７,４４２ 円

家などの増改築
(普通建設事業費)

９５ 万 ２,９０２ 円

投資的経費
（施設や道路などの建設のように形が将

来に残るものにかかる経費）
95万2,902円　(全体の18.6%)

借金返済
（公債費）

５０ 万 ５,４３１ 円

貯金
(積立金)

４,４７６ 円

その他緊急用
(貸付金・出資金・繰出金・予備費・災害復旧
費)

４０ 万 ３,５５６ 円

合計

貯金残高
（財政調整基金）

９３ 万 ７,６６７ 円

借金残高
（市債残高）

６００ 万 ８,９４６ 円

令和２年度の当初予算154億1,000万円をわかりやすく3,000分の1に置き換えて家計簿にしました。

自分で稼いだお金
(自主財源)

219万7,587円　(全体の42.8%)

1 年 間 の 収 入

他から調達してきたお金
(依存財源)

293万9,080円　(全体の57.2%)

1 年 間 の 支 出

　収入をみると、昨年より基本給与は減っており、収入の半分近くは親からの仕送りに頼り、銀行からの借り入れも毎年行ってい
ます。今後は、親からの仕送りや借り入れの依存を少なくし、基本給与や諸手当、副業収入の増に努めるとともに、支出を抑え
ていくことが必要です。
　支出では、食費や医療費、借金返済などの節約が難しい経費が約４割を占めています。
　これまで、食費や光熱水費、消耗品費などを切り詰めてやりくりしてきましたが、今後もより一層の努力が必要です。

その他の経費

91万3,463円　(全体の17.7%)

５１３ 万円

５１３ 万円

消費的経費
（支出の効果が単年度または短期間で

終わり後年度に形を残さない経費）

327万302円　(全体の63.7%)

当 初 予 算 を 家 計 簿 に 例 え る と

約

約


